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研究成果の概要（和文）：　本研究は、アジアの後進国での就学前児童の発育発達評価方法の開発を目指した。
しかし、新型コロナウイルス感染症の影響で海外での調査が実施できなかったため、研究計画を変更し、国内の
保育所及びそこで勤務する保育士を対象として、コロナ禍における保育施設での保育活動の課題や感染症対策、
保育士の心身の健康等に関する調査を行った。質問紙調査の実施により得られた知見を、11本の研究報告として
学術会議で発表した。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to develop a method for assessing the growth and 
development of preschool children in a low - income Asian country. However, because overseas surveys
 could not be conducted due to the COVID-19 infection, the research plan was changed and a survey 
was conducted on issues related to childcare activities at childcare facilities under the crisis of 
the COVID-19 infection. The study evauated that infection control measures, and the mental and 
physical health of childcare workers, targeting childcare centers in Japan and childcare workers 
working there. The findings obtained through the implementation of the questionnaire survey were 
presented in 11 research reports at academic conferences.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
乳幼児のケアや教育(Early Childhood Development: ECD)は、開発途上国において、量的充足と質的向上の必要
性が認識され、そのための人材養成が求められている。本研究では、日本のECDにおける健康増進活動のシステ
ムを分析し、全国的に質の高いサービスを展開させることができている諸要因を解明し、それらを開発途上国に
応用させる際の検討事項を具体的に提案した。また、コロナ禍での保育所の健康増進活動や保育士の心身の健康
状態を詳細に分析し、今後の保育所での健康危機管理の方向性を示した。本研究で得られた成果は、開発途上諸
国のECDにおける健康増進活動の推進に寄与する知見を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

近年、アジア・アフリカの開発途上国では、乳幼児のケアや教育(Early Childhood 

Development: ECD)の量的充足と質的向上の必要性が認識され、そのための人材養成が求められ

ている。特に、後開発途上国では、人口の半分以上を子どもが占めており、ECDが将来の人的

資源の開発に繋がるものとして普及が進められている。これまでは、主に先進国で研究が行わ

れ、ECDが子どもにもたらす直接的・長期的な効果や普及を阻害する要因等が明らかにされて

きたが、後開発途上国を対象としたECD研究は極めて少ない。ユニセフは、ECDは、子どもや

保護者のための「政策とプログラムに関する包括的なアプローチ」であり、「家庭とコミュニ

ティーでの保健、栄養、教育、水と環境衛生への配慮を含むものでなければならない」として

いる。しかし、後開発途上国のECDは、初等教育における学力保障のための準備教育（読み書

き技術の習得）に傾倒している。また、ECDの成果や課題は、教育的な視点のみで評価されて

おり、健康教育、衛生環境の整備、保健サービスの提供といった健康増進活動に着目した研究

は、極めて少ない。今後のECDにおける健康増進活動の推進のためには、現行の制度と実態を

解明し、各国の事情に考慮した教育プログラムを開発することが必要となっていた。これまで

の研究では、小・中学校での健康増進活動（保健教育や保健サービス、水衛生施設を提供等）

が子どもの健康状態と学業成績を改善させることが報告されている。しかし、ECDにおける健

康増進活動の実態、効果や課題は十分に明らかにされていない。日本のECDでは、保育施設で

の組織的な取り組みと保育士による生活習慣形成や健康の保持増進のための身体的・精神的な

ケアと教育が提供されており、日本のECDにおける健康増進活動の仕組みとそれを可能にして

いる要因を解明することで、後開発途上国における当該活動の充実に示唆を得ることが期待さ

れた。 

 

２．研究の目的 

本研究では、当初、子どもが持つ潜在能力を最大限に生かすために、後開発途上国での就学前

児の発育発達の評価方法とその実施のための研修プログラムを開発することを目的とした。し

かしながら、新型コロナウイルス感染症の蔓延の影響により、海外での調査の実施が困難になっ

た。そのため、国内の就学前施設における健康増進活動に関連した調査活動を実施することに変

更した。具体的には、①日本の就学前教育における健康増進活動の概要、特徴、開発途上諸国へ

の応用の可能性を明らかにすること、また、②日本の就学前教育における発育発達のスクリーニ

ングシステムの概要、特徴、日本において就学前から初等、中等、高等教育に渡り、スクリーニ

ング活動が全国展開できている要因、開発途上諸国への応用可能性を明らかにすることを目的

とした。さらに、③コロナ禍での保育所での感染症対策、保育士の心身の健康状態、感染症対策

の実態と課題について明らかにすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

 日本の就学前教育における健康増進活動については、文部科学省、厚生労働省等が発行してい

る行政文書、保育所保育指針、幼稚園指導要領、ガイドライン等をもとに分析した。また、発育

発達のスクリーニングシステムについては、1946 年から 2020 年 5 月までに発表された子どもの

発達と健康診断に関する研究論文、報告書、ガイドラインを検索し、レビューを行った。検索キ

ーワードは「子ども」、「ヘルススクリーニング」または「健診」とし、開発途上国における子ど



もの健診の課題に関する情報を収集した。また、「健診」「学校」をキーワードとし、日本におけ

る子どもの健診に関する日本語の文献を収集し、国、都道府県、市町村レベルの子どもの健診に

関する制度、ガイドライン、カリキュラム、人材育成に焦点を当てた論文・報告書を抽出した。

Google、Google Scholar、EBSCO、ERIC、PubMed などのインターネット検索エンジン、国立情

報学研究所の引用情報、およびハンドサーチによる検索によって文献を収集した。また、文部科

学省（旧文部省）発行の教育関係法令、小・中・高等学校学習指導要領、通知、マニュアル、指

導要領、全国報告書、厚生労働省（旧厚生省）発行の地域保健、児童福祉、学校保健関係資料を

分析した。また、都道府県や市町村の教育委員会や教員研修センターが作成した、学校における

保健活動や教育管理に関するガイドラインについても分析した。資料の収集や分析から生じた

意見の相違は、話し合いによって解決された。その後、特定された要因を研究者全員で検討した

のち、日本の健康教育を専門とする研究者により、すべての分析結果の妥当性を確認してもらっ

た。コロナ禍での保育所での感染症対策については、地方都市 A 県の保育協議会に加盟する全

264 園を対象として、郵送法により自記式の質問紙調査を行った。質問紙では、施設の基礎情報

（設置主体、園児・職員数等）を得た。さらに、A 及び B 期間での保育所の運営、保育活動の変

更と自己評価（22 項目）、衛生管理と健康関連活動に対する自己評価（19 項目）について回答を

得た。尚、3 月 2 日～4 月 15 日の感染症対策にかかる全国一律臨時休校要請から全都道府県緊

急事態宣言発令までの期間を「新型コロナウイルス感染症発生期」（A 期間）とし、4 月 16 日～

5月14日の同宣言発令からA県で解除されるまでの期間を「新型コロナウイルス感染症拡大期」

（B 期間）と定義した。さらに、新型コロナウイルス感染症対策下において、各施設における保

育活動や園児への関わりで感じた「難しさや課題」、「工夫」、「有効策」について、自由記述で回

答を得た。また、新型コロナウイルス感染症対策下において各施設の「情報収集や、情報の活用

の際の工夫」及び「情報の活用の際の困難・課題」、「保護者対応における工夫・困難」について、

自由記述で回答を得た。保育士の心身の健康状態及び感染症対策に関しては、A 県の保育施設で

勤務する職員を対象に、自記式質問紙による郵送法で調査を実施した。質問紙では、保育士の属

性（年齢、性別、実務・勤務年数等）、コロナ禍における保健衛生・健康関連・保育活動の変更

及びそれらに対する負担感、保護者からの励ましの有無、ユトレヒト.・ワーク・エンゲイジメン

ト尺度（以下、エンゲージメント尺度）の日本語版（17 項目）、職業性ストレス簡易調査票（57 項

目）、健康に関する活動の効力感（以下、効力感）などについて回答を得た。精神的健康状態に

関するデータは、1)ストレスの原因となる因子（ストレス原因）、2)ストレスによる心身反応（心

身反応）、3)同僚、上司や家族からの支援（ソーシャルサポート）に分類して、年齢段階（20 歳

代、30-40 歳代、50 歳代以上）ごとの差異を分析した。 

 

４．研究成果 

日本の就学前教育における健康増進活動の概要、特徴、開発途上諸国への応用の可能性につい

ては、文献検討により、日本では、ECD 施設は教育とヘルスケアの統合的実践を追求し、子ど

もの福祉を促進する適切なサービスを提供してきたことが明らかになった。また、その実施の背

景には、(i)根拠を含む明確な法的根拠、(ii)国の基準に基づいた活動の概要と施設レベルでの柔

軟な実践、(iii)子どもの主体性を尊重する教師の姿勢、子どもの発達状況を反映した日常生活に

組み込まれた明示的で主体的な活動、(iv)保護者との連携、授業研究、保育者懇談会など、保健

関連活動の効果を高めるための様々な有用な実践があることを明らかにした。しかし、これらの

実践は、日本的な文脈に基づくものであるため、日本的な文脈を考慮するとともに、このような

概念を移植することの潜在的なリスクを考慮することが、日本の ECD での健康増進活動を諸外



国で最適に活用するために不可欠であることが明らかになった。 

日本の就学前教育における発育発達のスクリーニングシステムに関する研究については、 

開発途上国における子どもの健康診断システムの改善を目的として、日本における様々な行政

レベルでの継続的かつ適切な健康診断活動を可能にする要因を分析した。その結果、日本の実践

を支えている背景要因としては、(i)保健・教育制度における健康診断の関連法規の存在、(ii)学校

保健と地域保健の両方における健康診断の義務化と詳細な条件、(iii)健康診断のガイドラインと

マニュアルの提供、(iv)健康診断を実施する十分な数の専門家、(v)健康診断結果の評価と解釈の

明確な基準、(vi)健康診断の重要性に対する教師、子ども、保護者の理解があることを明らかに

した。また、上記の分析を踏まえて、開発途上国における健康診断システムの改善のためには、 

(i)定期的かつ継続的な健診の必要性を関連する法律、規則、政策に明確に記述すること、(ii)健診

活動を必須活動として義務付け、その詳細な要件を規定すること、(iii)保健員や教員に関連する

マニュアルを提供すること、(iv)十分な訓練を受けた専門家を提供し、訓練システムを整備する

こと、(v)子どもの成長・発育曲線を研究すること、(vi)健診の重要性について関係者の理解を促

進することなどが必要となることを提案した。 

コロナ禍での保育所での感染症対策については、質問紙調査の回収率は 83.0％（219 園）であ 

った。公設公営 137 施設、民設民営 74 施設から回答を得た。保育活動の変更状況については、

8 割以上の園が、保護者の活動の中止（89.0％）、地域住民等が参加する活動の中止（89.0％）、大

人数での行事の中止（88.1％）を行っていた。日常の保育活動は、変更した園が多かった活動順

に、遊びや食事等の距離をとる（86.8％）、活動時に一斉に活動する人数を減らす（83.6％）、群

れる遊びを控える（72.6％）、外遊びを増やす（63.5％）、園外への散歩の中止（62.1％）となっ

た。衛生管理と健康関連活動に対する自己評価については、15 項目において、A 期間に比べて

B 期間で有意に自己評価の得点の向上が認められた。また、コロナ感染の発生によって新たに生じ

た取り組みである、「園児のマスクの着用」、「園児へのコロナ感染に説明」、「園児の心理面への配慮」、「差

別・偏見に関する教育」、「送迎時の保護者のマスクの着用」の活動については、「園児の心理面への配慮」

を除くの項目で、A 期間に比べて B 期間で有意に自己評価の得点の向上が認められた。しかしな

がら、上記の新規活動について「非常によくできた」と回答した園は、AB 期間ともに、25％以

下であった。上記の結果から、保育施設では、コロナ感染対策として、行事の変更及び三密回避

を中心とした活動変更がなされたことが明らかになった。コロナ感染の発生によって新たに生じた

取り組みについては、感染の発生期に比べて、拡大期の方が活動の徹底が図られる傾向が認められたが、

自己評価は、十分に高いとは言えないことから、今後、新規取り組みの実施における課題を詳細に検

討していく必要が示唆された。コロナ禍における保育活動の難しさや課題については、公設公営

では、回答率が高い順に、「三密を避けるのが困難」、「スキンシップが避けられない」、「マ

スクの着用」、民設民営では、「三密を避けるのが困難」、「スキンシップが避けられない」に

加えて、「施設・設備・資材などの不足」が挙げられた。工夫については、どちらの施設におい

ても、「活動や行事の実施の工夫」、「ソーシャルディスタンスの確保」、「手洗い／手指消毒・う

がい」についての回答が多く、民設民営では「子ども及び職員の健康管理」も挙げられた。有効

策については、両施設で「手洗い」、「うがい」、「消毒（清掃）」が挙げられた。コロナ禍におい

て保育施設が抱える課題や工夫は、設置主体の違いにより異なるものがあることが示唆された。

今後は、違いが生じる背景の分析と、ニーズに応じた支援の具体策を明らかにしていく必要があ

ることが明らかになった。情報収集に関する工夫については、公設公営・民設民営ともに、回答

率が高い順に「近隣の小中学校や他園／地域からの情報収集」、「園内での情報共有・意識統一・

発信」が挙げられた。加えて、公設公営では「園長会や協議会等での情報共有」、民設民営では



「テレビ、新聞、等のメディアの活用」が挙げられた。困難・課題については、公設公営・民設

民営ともに、「得られる情報の質や量の問題」、「行政からの指示の不備や遅延」が挙げられ、

ついで、公設公営では「保護者対応」、民設民営では「園独自の判断・方針の決定が求められた

こと」が挙げられた。コロナ禍において保育施設が抱える情報収集や、情報の活用上の工夫・課

題は、設置主体の違いにより異なるものがあることが示唆された。今後は、設置主体ごとで課題

や工夫が異なる理由の分析と、課題に応じた支援策を明らかにしていく必要がある。また、保護

者対応に関する工夫については、公設公営及び民設民営ともに、「情報伝達やその発信方法」の

回答率が最も高かった。特に、民設民営では、メールを活用して、新しい情報を早急に伝達する

工夫がなされていた。また、困難・課題については、公設公営では、園での活動に対する保護者

の理解を得ることや保護者の経済状況に関する相談等の「保護者の問題」、「家庭における行動規

制や制限に関する対応や相談」や「登園自粛に対する相談」が挙げられた。他方、民設民営では、

「家庭における行動規制や制限に関する対応や相談」が最も多く挙げられた。コロナ禍における

保護者対応に関する工夫や課題・困難は、設置主体の違いにより異なるものがあることが示唆さ

れた。今後は、設置主体ごとで工夫や課題・困難が異なる理由の分析と、困難・課題に応じた支

援策を明らかにしていく必要がある。 

保育士の心身の健康状態、感染症対策の実態と課題については、97 施設、1266 人から回答が

あり、回答に不備のなかった 1126 人（88.9％）を分析対象とした。ストレス原因に関する合計

得点は、年齢群が上がるごとに上昇傾向が認められたが、年齢段階間での有意な差は認められな

かった。一方、心身反応に関する合計得点は、年齢群が下がるごとに上昇傾向が認められ、20 歳

代と 50 歳代以上の間で有意な差が認められた。ソーシャルサポートに関する合計得点は、30-40

歳代が最も高く、30-40 歳代と 50 歳以上の間で有意な差が認められた。心身反応の合計得点を

目的変数としたステップワイズ法による重回帰分析を行った結果、全年齢群で、ストレス原因と

の間に正の相関、ワーク・エンゲイジメント、コーピングスキル、ソーシャルサポートとの間に

負の相関が認められた。20 歳代では、休暇取得の申し出に対する対応との間に負の相関が認め

られ、30-40 歳代では、コロナ感染症対策に対する負担感と正の相関、勤務日時変更の申し出に

対する対応、雇用形態、職員研修の実施との間に負の相関が認められた。50 歳代以上では、コ

ロナ感染症対策に対する負担感と正の相関、所属組織の健康関連活動に対するレディネス、園児

に対する予防教育の実施との間に負の相関が認められた。30-40 歳代及び 50 歳代以上では、個

人の就業に関する対応に加えて、感染症対策に対する負担の軽減や組織としての感染症対策に

関するレディネスの向上が、精神的健康状態の改善につながる可能性が示唆された。また、ワー

ク・エンゲイジメントについては、ワーク・エンゲイジメント尺度の合計得点の平均は、年代別

（20 代、30-40 代、50 代以上）に、それぞれ、4.2±1.1、4.4±1.1、4.8±1.1 点であった。また、ワ

ーク・エンゲイジメント尺度の合計得点を目的変数としたステップワイズ法による重回帰分析

を行った。その結果、ワーク・エンゲイジメント尺度は、20 代では、ソーシャルサポート（同僚

や上司、家族の支援）やコーピング、30-40 代では、ソーシャルサポート、保護者からの励まし、

効力感、健康に関する研修の受講経験、感染症対策のガイドラインの整備など、50 代以上では、

コーピング、効力感、保護者からの励ましなどと正の相関が認められた。一方、全ての年代にお

いて、心身のストレス状態と負の相関が認められた。 また、保育士のワーク・エンゲイジメント

は、年齢層、役職、雇用形態、設置主体を調整しても、個人の健康関連活動に関するレディネス

との間に有意な関連があった。上記の結果は、年齢層別の分析でも同様の結果が認められた。上

記の結果から、長期化するコロナ禍で、保育士のワーク・エンゲイジメントを維持するためには、

個人レベルでの健康関連活動に関するレディネスを向上させていく必要が示唆された。 
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